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２ 体育施設 

本学の体育施設には、次のものがあります。 

(１) 体育館 

・所在地 中央区南２条西１８丁目 

・１階には競技場・武道場・トレーニング室を、２階には弓道場を備えています。 

(２) 新琴似グラウンド 

・所在地 北区新琴似４条１０丁目 

・野球場、サッカー場及びラクビー場を備えています。 

 

３ 福利厚生施設 

コンビニ 

（ファミリーマート） 

中央診療棟本店 

病院サテライト店 

大学サテライト店 

２階 

 

教育研究棟２階 

コーヒーショップ（スターバックスコーヒー） 中央診療棟 １階 

大学書房（丸善） 教育研究棟 ２階 

理容室・美容室 病棟 地下２階 

食堂 臨床教育研究棟 地下１階 
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第第５５  大大  学学  のの  概概  要要  

 
１ 大学の沿革  

本学は、北海道総合開発の一環として、昭和 25 年に旧道立女子医学専門学校を基礎に設置さ
れ、平成 5年４月には、札幌医科大学衛生短期大学部（昭和 58年 4月開学）の発展的な改組に伴
い、保健医療学部を増設、平成 24年 4月には助産学専攻科を開設し現在に至っています。 
本学の沿革の概要は次のとおりです。 

 
昭和25年 2月20日 

3月25日 

4月 1 日 

4月20日 

6月25日 

昭和26年 4月 1 日 

昭和28年 3月31日 

4月 1 日 

昭和29年 3月20日 

昭和30年 9月 1 日 

昭和31年 3月31日 

4月 1 日 

昭和33年 1月10日 

4月 1 日 

昭和35年 6月25日 

昭和36年 4月 1 日 

昭和37年 4月 1 日 

12月20日 

昭和38年 4月 1 日 

昭和39年 4月 1 日 

7月 1 日 

昭和40年 4月 1 日 

 

昭和43年 4月 1 日 

 

9月 1 日 

昭和44年 4月 1 日 

昭和45年 2月 1 日 

 

昭和47年 2月 9 日 

昭和49年 1月23日 

昭和49年 3月30日 

昭和50年 6月25日 

昭和52年 8月 5 日 

昭和53年 9月30日 

昭和54年 1月26日 

4月 1 日 

昭和55年 2月 9 日 

昭和56年 4月 1 日 

 

昭和57年 2月26日 

4月 1 日 

5月16日 

昭和58年 6月23日 

札幌医科大学設置認可（学生入学定員 40名） 

札幌医科大学条例公布 

開学、大野清七学長就任 

第 1回入学式挙行 

開学式挙行（大学記念日とする） 

口腔外科学、整形外科学、法医学、放射線医学の各学科目増設 

学生入学定員 60名に増員 

事務局及び学務部を設置 

第 1回卒業式挙行（卒業生 36名） 

附属がん研究所設置 

大学院医学研究科設置認可（学生入学定員 25名） 

麻酔学学科目増設 

医学進学過程設置 

口腔治療学学科目増設 

開学 10周年記念式挙行 

中川諭学長就任 

公衆衛生学学科目増設 

学部学生入学定員 80名に増員 

大学院学生入学定員社会医学系１名、外科系 2名増員（総員 28名） 

皮膚泌尿器科学の学科目を分離 

専門課程の学科目制を講座制に改正 

新保幸太郎学長就任 

大学院学生入学定員内科系 1名、外科系１名増員（総員 30名） 

口腔外科学第二講座廃止 

生化学第二講座増設 

附属臨海医学研究所設置 

共同研究施設部設置 

新保幸太郎依願退職 

渡邊左武郎学長職務代理を命ぜられる 

渡邊左武郎学長就任 

学部学生入学定員 100名に増員 

放射性同位元素研究センター竣工 

開学 25周年記念式挙行（創基 30周年） 

附属がん研究所竣工 

体育館竣工 

大学校舎南棟増築 

進学過程及び専門課程の区分を廃止 

和田武雄学長就任 

附属がん研究所生化学部門設置 

内科学第四講座増設 

動物実験施設竣工 

大学院学生入学定員内科系 1名増員（総員 31名） 

動物実験施設部設置 

附属病院整備第１期工事竣工 
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昭和58年 9月 6 日 

昭和60年10月 1日 

 

昭和61年 2月 9 日 

3月13日 

4月 1 日 

 

11月18日 

平成 3 年 7月 1 日 

平成 4 年 2月 9 日 

4月 1 日 

12月21日 

平成 5 年 1月 5 日 

4月 1 日 

 

平成 7 年 3月31日 

平成 8 年 2月 9 日 

平成 9年12月19日 

平成10年 1月 6 日 

2月 9 日 

4月 1 日 

 

平成11年 3月28日 

4月 1 日 

12月22日 

平成12年 4月 1 日 

 

 

 

 

6月25日 

10月 1 日 

平成13年 4月 1 日 

 

4月16日 

11月16日 

平成14年 4月 1 日 

 

10月 1 日 

12月 1 日 

平成16年 2月 9 日 

4月 1 日 

 

平成18年 4月 1 日 

 

平成19年 4月 1 日 

平成20年 4月 1 日 

10月 1 日 

平成21年 4月 1 日 

平成22年 4月 1 日 

 

6月25日 

平成23年 4月 1 日 

附属病院円山分院廃止 

札幌医科大学衛生短期大学に4年生大学に移行するため「将来構想委 

員会」設置 

菊地浩吉学長就任 

附属病院整備第２期工事竣工 

検査診断部を廃止 

検査部、機器診断部、病理部設置 

西17丁目道路整備工事（緑化工事）竣工 

国際医学交流センター竣工 

谷内 昭学長就任 

札幌医科大学保健医療学部開設準備室設置 

札幌医科大学保健医療学部設置認可 

札幌医科大学条例（一部改正条例）の施行により保健医療学部を設置 

保健医療学部（入学定員90名）を開設（看護学科、理学療法学科、作業療法学

科） 

リハビリテーション教育実習棟改修 

谷内 昭学長再任される 

札幌医科大学大学院保健医療学研究科設置認可 

札幌医科大学条例(一部改正条例)の施行により保健医療学研究科設置 

秋野豊明学長就任 

大学院保健医療学研究科修士課程（入学定員24名）を開設（看護学専攻、理学

療法学・作業療法学専攻）、医学部に地域医療総合医学講座を設置 

基礎医学研究棟竣工 

附属情報センター設置、共同研究施設部を教育研究機器センターに改組 

大学院保健医療学研究科博士課程設置認可 

大学院保健医療学研究科博士課程（入学定員6名）を設置（理学療法学・作業療

法学専攻） 

学務部を廃止し、学生部を設置 

医学部に副学部長制（２名）施行 

医学部に臨床検査医学講座を開設 

開学50周年（創基55周年）記念式挙行 

札幌医科大学交流会館（サークル棟）竣工 

大学院医学研究科を再編整備（地域医療人間総合医学専攻、分子・器官制御医学

専攻、情報伝達制御医学専攻の3専攻へ） 

札幌医科大学地域医療支援センターを設置 

札幌医科大学教員が参加したベンチャー企業が誕生 

札幌医大病院ファミリーハウスを開設 

札幌医科大学医学部附属病院に救命救急センターを設置 

同附属病院に高度救命救急センターを設置 

札幌医科大学記念ホールを開設 

今井浩三学長就任 

医局廃止、新医師派遣システム指導、研修医制度開始 

医学部付属病院から大学附属病院に名称変更 

大学院保健医療学研究科博士課程(入学定員2名)を開設（看護学専攻） 

附属総合情報センターを設置、附属産学・地域連携センターを設置 

北海道公立大学法人札幌医科大学となる 

大学院医学研究科修士課程（入学定員10名）を開設（医科学専攻） 

医療人育成センターを設置 

医学部医学科学生入学定員110名に増員 

島本和明学長就任 

保健医療学部に副学部長制（2名）施行 

開学60周年（創基65周年）記念式挙行 

医学部附属がん研究所を医学部附属フロンティア医学研究所に改組 
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平成24年 3月31日 

平成24年 4月 1 日 

平成26年 4月 1 日 

平成26年12月 1日 

 

平成28年 4月 1 日 

平成29年 3月24日 

 

平成30年 2月22日 

8月 １日 

平成31年 4月 １日 

 

令和２ 年 4月 １日 

 

令和３ 年 3月25日 

令和３ 年 4月 １日 

医学部附属フロンティア医学研究所臨海医学研究施設廃止 

助産学専攻科（入学定員20名）を設置 

アドミッションセンターを設置 

新キャンパス構想により、リハビリテーション実習室、体育館、保育所完成、運

用開始 

塚本泰司学長就任 

教育研究施設Ⅲ（保健医療学部増築棟）竣工 

施設名称を「保健医療学部棟」から「保健医療学研究棟」に改める 

教育研究施設Ⅰ竣工 

大学附属病院に遺伝子診療科を設置 

アドミッションセンター廃止 

医療人育成センターに入試高大連携部門、統合 IR部門を設置 

「助産学専攻科」を「専攻科」に改め、「専攻科」の下に「公衆衛生看護学

専攻」と「助産学専攻」を設置 

教育研究棟Ⅱ、大学管理棟竣工 

地域医療研究教育センターを設置 

 

 

令和３ 年12月 １日 

令和４ 年 4 月 １日 

7 月 １日 

     11月19日 

医療人育成センターに応用情報科学部門を設置 

大学附属病院に治験センターを設置 

医学部に札幌医科大学サージカルトレーニングセンターを設置 

山下敏彦学長就任 

大学附属病院に感染症内科を設置 

新キャンパス落成記念式典挙行 

 令和５ 年 11月 １日    医学部附属フロンティア医学研究所を医学部附属研究所に改組 
12月 １日     大学附属病院に画像診断センターを設置 

 
２ 歴代学長 
 
昭和 25年 4月 1日 ～ 昭和36年 3月31日 

昭和 36年 4月 1日 ～ 昭和40年 3月31日 

昭和 40年 4月 1日 ～ 昭和45年 2月 1日 

昭和 45年 2月 1日 ～ 昭和47年 2月 8日 

昭和 47年 2月 9日 ～ 昭和55年 2月 8日 

昭和 55年 2月 9日 ～ 昭和61年 2月 8日 

昭和 61年 2月 9日 ～ 平成 4年 2月 8日 

平成 4年 2月 9日 ～ 平成10年 2月 8日 

平成 10年 2月 9日 ～ 平成16年 2月 8日 

平成 16年 2月 9日 ～ 平成22年 3月31日 

平成 22年 4月 1日 ～ 平成28年 3月31日 

平成 28年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月31日 

令和 4年 4月 1日～   現      在 

 
 
 
（学長職務代理） 
 
 
 
 
 
 
 

大 野 精 七 
中 川   諭 
新 保 幸太郎 
渡 邊 左武郎 
渡 邊 左武郎 
和 田 武 雄 
菊 地 浩 吉 
谷 内   昭 
秋 野 豊 明 
今 井 浩 三 
島 本 和 明 
塚 本 泰 司 
山 下 敏 彦 

 
 
３ 歴代医学研究科長 
 
昭和 25年 4月 1日 ～ 昭和36年 3月31日 

昭和 36年 4月 1日 ～ 昭和40年 3月31日 

昭和 40年 4月 1日 ～ 昭和45年 2月 1日 

昭和 45年 2月 1日 ～ 昭和47年 2月 8日 

昭和 47年 2月 9日 ～ 昭和55年 2月 8日 

昭和 55年 2月 9日 ～ 昭和61年 2月 8日 

昭和 61年 2月 9日 ～ 平成 4年 2月 8日 

平成 4年 2月 9日 ～ 平成 5年 3月31日 

平成 5年 4月 1日 ～ 平成 8年 2月29日 

 
 

大 野 精 七（学長） 
中 川   諭（ 〃 ） 
新 保 幸太郎（ 〃 ） 
渡 邊 左武郎（学長職務代理） 
渡 邊 左武郎（学長） 
和 田 武 雄（ 〃 ） 
菊 地 浩 吉（ 〃 ） 
谷 内   昭（ 〃 ） 
秋 野 豊 明（医学部長） 
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平成 8年 3月 1日 ～ 平成12年 2月29日 

平成 12年 3月 1日 ～ 平成16年 2月29日 

平成 16年 3月 1日 ～ 平成18年 2月28日 

平成 18年 3月 1日 ～ 平成22年 3月31日 

平成 22年 4月 1日 ～ 平成26年 3月31日 

平成26年 4月 1日 ～  平成30年 3月31日 

平成 30年 4月 1日 ～  令和3 年 3月31日 

令和 ３年 4月 1日～   現      在 

森   道 夫（ 〃 ） 
神 保 孝 一（ 〃 ） 
佐 藤 昇 志（ 〃 ） 
當 瀬 規 嗣（ 〃 ） 
黒 木 由 夫（ 〃 ） 
堀 尾 嘉 幸（ 〃 ） 
三 浦 哲 嗣（ 〃 ） 
齋 藤   豪（  〃 ） 
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４ 附属施設 

（１）札幌医科大学附属病院 
 本学の附属病院は、昭和7年に北海道社会事業協会附属札幌病院として設置され、その後、昭和20年に北海道立
女子医学専門学校附属医院となり、昭和25年に札幌医科大学附属病院、平成5年4月には、保健医療学部開設に伴
い医学部附属病院となり、その後リハビリテーション医療体制充実の必要性から保健医療学部の教員、学生が附属

病院を活用できる体制とするため、平成16年4月に札幌医科大学附属病院と改称しました。 
現在の病院等施設は、昭和58年中央診療棟及び病棟部分が完成、昭和 60年に外来診療棟が完成し、また、平成

30年7月からは西病棟の運用を開始、その後、既存棟の改修等を行い、現在の病床数は922床となっています。ま
た、特定機能病院、高度救命救急センター、災害拠点病院(基幹災害拠点病院)、エイズ治療拠点施設(ブロック拠点病
院)、がん診療連携拠点病院、肝疾患診療連携拠点病院、がんゲノム医療拠点病院に指定されています。 

附附属属病病院院  

              
 

 

診診療療科科   中中央央部部門門   脳機能センター 

消化器内科 薬剤部  心臓血管センター 

免疫・リウマチ内科 検査部 スポーツ医学センター 

循環器・腎臓・代謝内分泌内科 病理部 腫瘍診療センター 

呼吸器・アレルギー内科 放射線部 消化器センター 

腫瘍内科 手術部 内視鏡センター 

血液内科 医療材料部 肝疾患センター 

脳神経内科 リハビリテーション部 ロボット手術支援センター 

感染症内科 高度救命救急センター 理学療法士・作業療法士研修センター 

消化器・総合、乳腺・内分泌外科 集中治療部 ブレストセンター 

心臓血管外科 医療安全部 先端聴覚医療センター 

呼吸器外科 感染制御部 慣性疼痛センター 

整形外科 臨床工学部 HIVセンター 

脳神経外科 看護部 敗血症治療センター 

神経再生医療科 医療連携福祉センター 地域医療支援センター 

婦人科 栄養管理センター 感染症医療教育・支援センター 

産科周産期科 臨床研修・医師キャリア支援センター 総合アレルギーセンター 

小児科 看護キャリア支援センター ゲノム医療推進センター 

眼科 医療情報部  

皮膚科 臨床研究支援センター 

形成外科  治験センター  

泌尿器科 画像診断センター 

耳鼻咽喉科  

神経精神科 治験センター 

放射線治療科 治験センター 

放射線診断科 治験センター 

 麻酔科 

総合診療科 

歯科口腔外科 

リハビリテーション科 

遺伝子診療科 
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（２）医学部附属研究所 

 
 医学部附属がん研究所（昭和30年設置）、医学部附属臨海医学研究所（昭和43年設置・平成24年3月廃止）及
び医学部教育研究機器センター（平成11年設置）の研究部門を再編・統合し、平成 23年 4月に医学部附属フロン
ティア医学研究所を、令和５年11月に医学部附属研究所として新たに改編しました。本研究所は、北海道における
医療と道民の健康増進に貢献するために、先端医学研究を基盤としてトランスレーショナルリサーチ（橋渡し研究）

を志向し、その研究成果を道民に還元することに加え、若手研究者を育成することを目的としています。３研究所６

部門（がん研究所（細胞科学部門、ゲノム医科学部門）、再生医学研究所（組織再生学部門、神経再生医療学部門）、

免疫学研究所（免疫制御医学部門、分子医学部門）からなり、最先端の医学研究に当たっています。本研究所では、

医学部学生の教育指導（第２学年授業科目の分担および第３学年の研究室（基礎）配属）のほか、大学院医学研究科

の授業科目も担当し、大学院生、研究生の指導及び研究指導を行っています。 
 
 
（３）医学部教育研究機器センター 

 
 平成 11年に設置された教育研究機器センターを平成23年 4月に改組し、8部門と 1施設からなる研究支援セン
ターとして最先端の医学研究をサポートしています。システム管理部門、形態解析部門、電子顕微鏡部門、蛋白質解

析部門、遺伝子解析部門、細胞バンク部門、ラジオアイソトープ部門、画像・映像支援部門及び細胞プロセッシング

施設に責任教員（兼務）とオペレーターを配置し、さまざまな最新の研究用機器の効率的な使用及び基礎医学・臨床

医学の研究者間の情報交換と共同研究の活性化を推進しています。 
 
 
（４）医学部動物実験施設部 

 
 動物実験を伴う生命科学研究は、人の健康・福祉・先端医療の開発展開に必要です。昭和57年に設置された動物
実験施設部は、管理区域、一般動物実験区域、SPF区域に区分されており、ラット、マウス、遺伝子改変マウス、
ウサギなど、さまざまな動物の飼育・管理を行い、法令に基づいた適正な動物実験を指導しています。 
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（５）標 本 館 （基礎医学研究棟８Ｆ 内線２１９６０） 

 
 標本館は、医学、生物学的標本並びに資料を収集・製作・整理し、それらを系統的に展示し、本学学生及び

教職員に実物教育を行うことを目的として、昭和47年4月に開館しました。 
 
１ 所蔵点数（2024年1月末現在） 

資  料  分  類 点  数 

肉  眼  標  本 

液浸標本 
樹脂包埋標本 
シリコン含浸標本 
鋳型標本 
乾燥標本 
燻製標本 

1,426  

模 型 

 人体解剖模型 
 化石人骨模型 
 ムラージュ 
 動物模型 

174  

光 顕 用 ス ラ イ ド 
投 影 用 ス ラ イ ド 
大 切 片 標 本 

 人体組織 
 病理組織 
 動物組織 
 胎児連続切片 

47,214  

医療機器・器量器具 
 手術器具・内視鏡・ペースメーカー 
 検眼鏡・顕微鏡の変遷他 538  

視 聴 覚 資 料  ビデオ・ＤＶＤ他 165  
図 書 類  古医書・一般医学関係書 

 臨床Ｘ線写真診断学体系 1,077 

他 の 医 学 関 係 資 料  パネル・写真・薬袋 
大学関係資料他 730  

合        計 51,324  
 
２ 利用対象 

  本学学生・教職員・同窓生及び館長の許可を得た医学関係の学外者など 
 
３ 開館時間 

  午前9時から午後5時まで 
 
４ 休館日 

 (1) 日曜日・土曜日・国民の祝日及び年末年始（12月28日から翌年1月3日まで） 
 (2) 以上のほか、館長が必要と認めて休館する場合は、その都度、掲示します。 
 
５ 館内の諸施設及び利用法 

  館内には人体の標本のほか、自学自習用として人体骨格標本と正常及び病理組織スライドを備え、常時利用で

きるようになっています。生物顕微鏡や情報機器などを備えているので、随時利用できます。 
  学内学生及び教職員の利用には特別の制限はありませんが、利用心得と係員の指示に従い、効果的な利用に心

がけてください。 
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札札幌幌医医科科大大学学大大学学院院学学則則  
（平成 19年４月１日規程第 51号） 

 

第１章 総則 

 （目的） 

第１条 札幌医科大学大学院（以下「大学院」という。）は、学術の理論及び応用を教授研究し、

その深奥を究めて、文化の進展に寄与することを目的とする。 

 （人材育成の目的及び教育研究上の目的） 

第１条の２ 大学院は、研究科又は課程ごとに、教育研究上の目的を定めるものとする。 

２ 前項の教育研究上の目的は、別表のとおりとする。 

 （研究科及び課程） 

第２条 大学院に医学研究科及び保健医療学研究科を置く。 

２ 医学研究科は、博士課程と修士課程とする。 

３ 保健医療学研究科は、博士課程とし、前期の課程（以下「博士課程前期」という。）と後期

の課程（以下「博士課程後期」という。）に区分する。なお、博士課程前期は、修士課程とし

て取り扱うものとする。 

４ 博士課程（博士課程前期を除く。）は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動

を行い、又はその他の高度で専門的な業務に従事するために必要な研究能力及びその基礎とな

る豊かな学識を養うことを目的とする。 

５ 修士課程及び博士課程前期は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究

能力又は高度な専門性を要する職業等に必要な能力を養うことを目的とする。 

 （専攻） 

第３条 医学研究科及び保健医療学研究科に次の専攻を置く。 

 (1) 医学研究科修士課程 

   医科学専攻 

 (2) 医学研究科博士課程 

   地域医療人間総合医学 

   分子・器官制御医学 

   情報伝達制御医学 

 (3) 保健医療学研究科 

   看護学 

   理学療法学・作業療法学 

 （修業年限） 

第４条 大学院の標準修業年限は、次のとおりとする。 

 (1) 医学研究科修士課程 ２年 

 (2) 医学研究科博士課程 ４年 

 (3) 保健医療学研究科博士課程 ５年 

 (4) 保健医療学研究科博士課程前期 ２年 

 (5) 保健医療学研究科博士課程後期 ３年 

 （長期にわたる教育課程の履修） 

第４条の２ 大学院の学生が、職業を有している等の事情により、前条の標準修業年限を超えて

一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し課程を修了することを申し出たときは、札幌医

科大学大学院研究科委員会（以下「研究科委員会」という。）の議を経て、学長はその計画的

な履修を認めることができる。 
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 （在学期間） 

第５条 大学院の在学期間は、医学研究科修士課程にあっては４年、医学研究科博士課程にあっ

ては８年、保健医療学研究科博士課程前期にあっては４年、保健医療学研究科博士課程後期に

あっては６年を超えることはできない。 

 （学生定員） 

第６条 大学院の学生定員は、次のとおりとする。 

 

研 究 科 専       攻 入学定員 収容定員 

医学研究科修士課程 医 科 学 １０人   ２０人 

 

医学研究科 

 

 

地 域 医 療 人 間 総 合 医 学 １８人   ７２人 

分 子 ・ 器 官 制 御 医 学 ２０人   ８０人 

情 報 伝 達 制 御 医 学 １２人   ４８人 

計 ５０人 ２００人 

 

 

保健医療学研究科 

 

 

看 護 学 （ 博 士 課 程 前 期 ） １２人 ２４人 

看 護 学 （ 博 士 課 程 後 期 ）   ２人   ６人 

理学療法学・作業療法学（博士課程前期） １２人 ２４人 

理学療法学・作業療法学（博士課程後期）   ６人 １８人 

計 ３２人 ７２人 

 

 （学年及び学期） 

第７条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月 31日に終わる。 

２ 学年を次の２学期に分ける。 

 (1) 前期 ４月１日から９月 30日まで 

 (2) 後期 10月１日から翌年３月 31日まで 

 （休業日） 

第８条 休業日は、次のとおりとする。 

 (1) 日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

 (2) 大学記念日 ６月 25日 

 (3) 夏季休業 ４月の第２月曜日から起算して 14 週間経過後の最初の月曜日から起算して７

週間 

 (4) 冬季休業 夏季休業後の授業の始期から起算して 15 週間経過後の最初の月曜日から起算

して翌年の１月の第２月曜日の前日まで 

 (5) 春季休業 冬季休業後の授業の始期から起算して 10 週間経過後の最初の月曜日から起算

して４月の第２月曜日の前日まで 

 (6) その他、学長が定める臨時の休業日 

２ 学長は、教育上必要があると認めるときは、前項第３号から第５号までの日を変更すること

ができる。 

   第２章 入学、退学、休学、転学及び除籍等 

 （入学） 

第９条 入学の時期は、毎年４月とする。ただし、特別の事情があり、かつ、教授上支障のない

場合は、別の時期に入学することができる。 

 （入学資格） 

第 10条 医学研究科博士課程に入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者と
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する。 

(1) 大学における医学、歯学又は修業年限６年の獣医学若しくは薬学を履修する課程を卒業し

た者 

(2) 外国において、学校教育における 18 年の課程を修了（直近に修了した課程が、医学、歯

学、獣医学又は薬学の場合に限る。次号及び第４号において同じ。）した者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該

外国の学校教育における 18年の課程を修了した者 

(4) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 18 年の

課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度におい

て位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し

た者 

(5) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外国

の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとし

て文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が５年以上の医学、歯学、

獣医学又は薬学を履修する課程を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授

業科目を我が国において履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校

教育制度において位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程

を修了することを含む。）により、学士の学位に相当する学位を授与された者 

(6) 文部科学大臣の指定した者 

(7) 本学の大学院において、個別の入学資格審査により、医学、歯学又は修業年限６年の獣医

学若しくは薬学を履修する課程の大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で、

24歳に達した者 

２ 医学研究科修士課程に入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。  

 (1) 大学を卒業した者 

(2) 学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第 104条第７項の規定により学士の学位を授与され

た者 

 (3) 外国において、学校教育における 16年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該

外国の学校教育における 16年の課程を修了した者 

(5) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 16 年の

課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度におい

て位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し

た者 

(6) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外国

の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとし

て文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が３年以上である課程を

修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する

ことにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた

教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。）により、

学士の学位に相当する学位を授与された者 

(7) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準

を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後

に修了した者 

(8) 文部科学大臣の指定した者 

(9) 学校教育法第 102条第 2項の規定により他の大学院に入学した者であって、本学の大学院
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において、大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

(10) 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における 15 年の課程を修了し、本学

の大学院において、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者 

(11) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外

国の学校教育における 15 年の課程を修了し、本学の大学院において所定の単位を優れた成

績をもって修得したものと認めた者 

(12) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 15年の

課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度におい

て位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了

し、本学の大学院において所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者 

(13) 本学の大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力

があると認めた者で、22歳に達した者 

３ 保健医療学研究科博士課程後期に入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当す

る者とする。 

 (1) 修士の学位又は専門職学位を有する者 

(2) 外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位又は専

門職学位に相当する学位を授与された者 

(4) 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度におい

て位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了

し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(5) 国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者 

(6) 外国の学校、第４号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し、大学

院設置基準（昭和 49年文部省令第 28号）第 16条の 2に規定する試験及び審査に相当する

ものに合格し、修士の学位を有する者と同等以上の学力があると本学の大学院において認め

た者 

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 本学の大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する

者と同等以上の学力があると認めた者で、24歳に達したもの 

４ 保健医療学研究科博士課程前期に入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当す

る者とする。 

(1) 大学を卒業した者 

(2) 学校教育法第 104条第７項の規定により学士の学位を授与された者 

(3) 外国において、学校教育における 16年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該

外国の学校教育における 16年の課程を修了した者 

(5) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 16 年の

課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度におい

て位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し

た者 

(6) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外国

の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとし

て文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が３年以上である課程を

修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する

ことにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた
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教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。）により、

学士の学位に相当する学位を授与された者 

(7) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準

を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後

に修了した者 

(8) 文部科学大臣の指定した者 

(9) 学校教育法第 102条第 2項の規定により他の大学院に入学した者であって、本学の大学院

において、大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

(10) 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における 15年の課程を修了し、本学

の大学院において、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者 

(11) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該

外国の学校教育における 15 年の課程を修了し、本学の大学院において所定の単位を優れた

成績をもって修得したものと認めた者 

(12) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 15年の

課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度におい

て位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了

し、本学の大学院において所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者 

(13) 本学の大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力

があると認めた者で、22歳に達した者 

 （入学許可） 

第 11条 学長は、大学院において行う入学試験に合格し、かつ、所定の手続きを経た者に入学を

許可する。 

 （留学） 

第 11 条の２ 大学院の学生が、第 18 条の２及び第 20 条の２第１項の規定により外国の大

学の大学院又は研究所等に留学しようとするときは、研究科委員会の議を経て、その許可

を受けなければならない。 

２ 前項の規定により留学した期間は、第５条に規定する在学期間に算入することができ

る。 

 （退学及び再入学） 

第 12条 病気その他の理由により退学しようとする者は、退学願を提出して、学長の許可を受け

なければならない。 

２ 学長は、前項の規定により退学した者で再入学を願い出た者を認定の上、入学させることが

できる。この場合において、再入学前に履修した科目、単位数及び在学年数については、第 16

条第３項の規定を準用する。 

 （休学） 

第 13条 病気その他の理由により２月以上修学できないときは、学長の許可を受けて休学するこ

とができる。 

 （休学期間） 

第 14条 休学期間は、１年以内とする。ただし、引き続き休学する特別の理由がある場合には、

学長は、１年を限度として休学期間の延長を認めることができる。 

２ 休学期間は、医学研究科博士課程においては通算して４年、医学研究科修士課程においては

通算して２年、保健医療学研究科博士課程後期においては通算して３年、保健医療学研究科博

士課程前期においては通算して２年を超えることはできない。 

３ 休学期間は、在学期間に算入しない。 

 （復学） 

― 296 ―



第 15条 休学期間中にその理由が消滅したときは、学長の許可を得て、復学することができる。 

 （転入学） 

第 16条 転入学を志願する者（他の大学の大学院に在学する者に限る。）があるときは、学生に

欠員があり、かつ、教授上差し支えない場合に限り、選考の上、入学を許可することができる。 

２ 前項の志願に当たっては、大学に、志願する者が所属する大学長の許可書を添えて願い出る

ものとする。 

３ 前項の場合において、他の大学の大学院において履修した科目、単位数及び在学年数は、そ

の一部又は全部を通算することができる。 

 （転学） 

第 16条の２ 他の大学の大学院に転学しようとする者は、転学願を提出して、学長の許可を受け

なければならない。 

 （除籍） 

第 17条 学長は、次の各号のいずれかに該当する者があるときは、研究科委員会及び教育研究評

議会の議を経て、除籍する。 

 (1) 授業料の納入を怠り、督促を受けてもなお納めない者 

 (2) 第５条に規定する在学期間を超えた者 

 (3) 第 14条第１項又は第２項に規定する休学期間を超えた者 

 (4) 長期間にわたり行方不明の者 

   第３章 教育方法等 

 （授業及び研究指導） 

第 18条 大学院の教育は、授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する研究指導（以下「研究

指導」という。）によって行うものとする。 

２ 大学院は、学生に対して、授業及び研究指導の方法及び内容並びに１年間の授業及び研

究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 

 (他の大学の大学院等における研究指導) 

第 18条の２ 大学院は、教育上有益と認めるときは、他の大学の大学院若しくは研究所等

又は外国の大学院若しくは研究所等とあらかじめ協議の上、研究科委員会の議を経て、学

生に当該大学院又は研究所等において必要な研究指導を受けさせることができる。ただ

し、修士課程及び博士課程前期の学生にあっては、当該研究指導を受ける期間は、１年を

超えないものとする。 

 （教員組織） 

第 19条 研究科担当教授は、専門分野に応じた本学の教授とする。 

２ 研究科授業担当教員は、大学院教員資格に該当する本学の専任又は兼任の教授、准教授、講

師又は助教のうちから、研究科委員会の議を経て、学長が命ずる。 

 （教育課程） 

第 20条 研究科の教育課程は、別に定める。 

２ 授業科目の履修方法及び単位の認定等に関し必要な事項は、別に定める。 

（他の大学の大学院等における授業科目の履修等） 

第 20条の２ 大学院は、教育上有益と認めるときは、研究科委員会の議を経て、他の大学

の大学院の授業科目を履修、又は外国の大学の大学院若しくは国際連合大学において学

修させることができる。 

２ 前項の規定により履修又は学修させる場合は、他の大学の大学院、外国の大学の大学院

又は国際連合大学とあらかじめ協議するものとする。 

３ 第１項の規定により学生が履修した授業科目を修得した単位又は学修の成果について

は､研究科委員会の議を経て、15単位を超えない範囲において本学の大学院における授業
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科目の履修により修得したものとみなすことができる｡ 

 （修了要件） 

第 21条 各課程の修了の要件は、次の各号の区分に応じ当該各号に定めるものとする。 

 (1) 医学研究科博士課程 当該課程に４年（優れた研究業績を上げた者は３年）以上在学し、

別に定める履修基準の単位数を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、学位論文を提出

して当該研究科の行う博士論文の審査及び最終試験に合格しなければならない。 

 (2) 医学研究科修士課程 当該課程に２年以上在学し、別に定める履修基準の単位数を修得し、

かつ、必要な研究指導を受けた上、学位論文を提出してその当該研究科の行う修士論文の審

査及び最終試験に合格しなければならない。 

 (3) 保健医療学研究科博士課程後期 当該課程に３年（優れた研究業績を上げた者については

１年（２年未満の在学期間を有し修士課程を修了した者又は当該在学期間を修了した者にあ

っては、当該在学期間を含めて３年））以上在学し、別に定める履修基準の単位数を修得し、

かつ、必要な研究指導を受けた上、学位論文を提出して当該研究科の行う博士論文の審査及

び最終試験に合格しなければならない。 

 (4) 保健医療学研究科博士課程前期 当該課程に２年（優れた研究業績を上げた者については

１年）以上在学し、別に定める履修基準の単位数を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた

上、学位論文（保健医療学研究科博士課程前期看護学専攻専門看護師コースは、学位論文又

は特定の課題研究の成果。以下同じ。）を提出してその当該研究科の行う修士論文の審査及

び最終試験に合格しなければならない。 

 （単位の計算方法） 

第 22条 授業科目の単位は、次の各号の区分に応じて当該各号に掲げる基準により算出する。 

 (1) 講義（医学研究セミナーを含む。） 15時間をもって１単位 

 (2) 演習 30時間をもって１単位 

 (3) 実験、実習 45時間をもって１単位 

 （入学前の既修得単位等の認定及び在学年数の取扱い） 

第 23 条 大学院は、新たに本学の大学院に入学した学生が入学する前に本学若しくは他の大学

の大学院において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修生として履修した授業

科目で修得した単位を含む。）又は外国の大学の大学院若しくは国際連合大学において学修し

た成果について、教育上有益と認めるときは、研究科委員会の議を経て、15単位を超えない範

囲で本学の大学院における授業科目の履修により修得したものとして認定することができる。 

２ 前項の規定により修得したものとみなすことのできる単位数は、第 20 条の２第３項の規定

により修得したものとみなす単位数と合わせて、20単位を超えないものとする。 

３ 第１項の規定により本学の大学院に入学する前に修得した単位を本学の大学院の修士課程、

博士課程前期及び博士課程において修得したものとみなす場合、当該単位数、その修得に要し

た期間を勘案し、研究科委員会の議を経て、１年を超えない範囲の期間で当該研究科が認めた

期間を在学したものとみなすことができる。ただし、修士課程及び博士課程前期については、

少なくとも１年以上在学するものとする。 

 （単位修得の認定） 

第 24条 履修単位修得の認定は、試験又は研究報告等により行う。 

２ 授業科目の成績及び評価基準は、別に定める。 

 （学位論文の審査） 

第 25条 学位論文の審査は、当該専攻の教授及び関連科目担当の教授の中から選出された委員を

もって行う。ただし、必要があるときは、その他の教員を加えることができる。 

 （最終試験） 

第 26条 最終試験は、所定の単位を修得し学位論文を提出した者に、当該論文を中心としてこれ
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に関連のある科目について、口答又は筆答により行うものとする。 

   第４章 学位 

 （学位の授与） 

第 27条 次の各号の区分に応じて当該各号に掲げる学位を授与する。 

 (1) 博士課程（博士課程前期を除く。）を修了した者 博士 

 (2) 修士課程又は博士課程前期を修了した者 修士 

 （論文提出による学位の授与） 

第 28条 大学院においては、医学研究科博士課程又は保健医療学研究科博士課程後期を終えて博

士の学位を授与される者と同等以上の内容を有する論文を提出し、研究科の行う論文の審査に

合格し、かつ、専攻学術に関し同様に、広い学識を有することを試験（以下「学識認定試験」

という。）により確認された者には、研究科委員会の議を経て、博士の学位を授与することが

できる。ただし、医学研究科博士課程に４年以上又は保健医療学研究科博士課程後期に３年以

上在学し、所定の単位だけを修得して退学した者が、退学後２年以内に学位論文を完成し、大

学院に再入学しないで論文提出により博士の学位の審査を申請した場合は、学識認定試験を免

除することができる。 

２ 前項による学識認定試験は、攻究科目及び外国語について、口答又は筆答により行う。 

 （学位規程） 

第 29条 学位に関し必要な事項は、別に定める。 

   第５章 検定料、入学料、授業料及び手数料 

 （検定料、入学料、授業料及び手数料） 

第 30条 大学院に入学する学生の検定料、入学料、授業料及び手数料の額については、別に定め

る。 

 （検定料、入学料及び手数料の徴収） 

第 31条 検定料は入学志願書提出の際に、入学料は入学許可の際に、博士論文の審査及び試験に

係る手数料は論文提出の際に、それぞれ徴収する。 

 （授業料の納入期限） 

第 32条 授業料は、第７条第２号に規定する学期ごとにに納入するものとし、前期分は４月末日

までに、後期分は 10 月末日までに、それぞれ年額の２分の１に相当する額を納めなければな

らない。ただし、その日が国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）第３条に規定

する休日（以下「休日」という。）、日曜日又は土曜日に当たるときは、その日後において、

その日に最も近い日で休日、日曜日又は土曜日でない日を納入期限とする。 

２ 前項の納入期限を過ぎてから入学した学生の入学の日の属する期分の授業料は、入学許可後

20日以内に納めなければならない。 

 （休学の場合の授業料） 

第 33条 前期又は後期の全期間を通じて休学した学生の当該期分の授業料は免除する。 

 （退学、転学、停学及び除籍の場合の授業料） 

第 34条 退学、転学、停学又は除籍の場合においても、その日（停学の場合にあっては、停学と

なった日の前日及び停学の解除された日）の属する期分の授業料は、納めなければならない。 

 （検定料等の不還付） 

第 35条 既に納入した検定料、入学料、授業料及び手数料は還付しない。ただし、検定料につい

ては、次の各号のいずれかに該当した場合は、納入した者の申出により、学長が別に定める額

を還付するものとする。 

 (1) 入学検定料を納付した者が、入学願書を提出しなかった又は出願が受理されなかった場 

合 

 (2) 入学検定料を誤って二重に納付した場合 
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 （授業料の減免及び分納） 

第 36 条 学費の支弁が極めて困難な事情にある学生の授業料は、学長が減免し、又は第 32 条第

１項及び第２項の規定にかかわらず、分納させることができる。 

２ 授業料の減免及び分納は、期ごとに行うものとする。 

３ 授業料の減免及び分納の基準並びに手続については、別に定める。 

   第６章 委託生、聴講生、科目等履修生及び外国人留学生 

 （委託生、聴講生、科目等履修生及び外国人留学生） 

第 37条 大学院に、教授上余力がある場合には、選考の上、委託生、聴講生、科目等履修生及び

外国人留学生の入学を許可することができる。 

２ 委託生、聴講生及び科目等履修生の授業料の額及び納入期限は、別に定める。 

３ 科目等履修生の検定料及び入学料の額は、別に定める。 

４ 第 32条第 2項、第 3項及び第 35条の規定は、委託生、聴講生及び科目等履修生の授業料に

ついて準用する。 

５ 外国人留学生の検定料、入学料及び授業料については、第５章の規定を準用する。 

６ この規程のほか、委託生、聴講生、科目等履修生及び外国人留学生について必要な事項は、

別に定める。 

   第７章 賞罰 

 （表彰） 

第 38条 学長は、素行及び学業成績が特に優秀で他の学生の模範となる者を、研究科委員会及び

教育研究評議会の議を経て、これを表彰することができる。 

 （懲戒処分等） 

第 39条 学長は、この規程その他大学の定める規程に違反し、又は学生の本分に反する行為があ

った者に対して、研究科委員会及び教育研究評議会の議を経て、懲戒処分をすることができる。 

２ 懲戒処分は、戒告、停学及び退学とする。ただし、退学は次の各号のいずれかに該当する者

に限り行うものとする。 

 (1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

 (2) 正当の理由がなく出席が常でない者 

 (3) 大学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

 (4) 学力劣等で成業績の見込みがないと認められる者 

３ 研究科長は、教育上必要があると認めるときは、学生に対し謹慎処分をすることができる。 

   第８章 運営組織 

 （運営組織） 

第 40条 大学院の運営は、大学院委員会及び研究科委員会が行うものとする。 

 （大学院委員会） 

第 41条 大学院に札幌医科大学大学院委員会（以下「大学院委員会」という。）を置く。 

２ 大学院委員会は、次に掲げる者をもって組織する。 

 (1) 学長 

 (2) 研究科長 

 (3) 学生部長 

 (4) 研究科委員会選出が選出する各研究科の教授１名 

３ 大学院委員会は、大学院に関する次の事項を審議する。 

 (1) 組織及び運営に関すること。 

 (2) この規程その他重要な規程の制定改廃に関すること。 

 (3) 研究科間の連絡統一に関すること。 

 (4) 学長の諮問したこと。 
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 (5) その他大学院に関する重要なこと。 

４ 大学院委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 （研究科委員会） 

第 42条 研究科に研究科委員会を置く。 

２ 研究科委員会は、研究科担当教授をもって組織する。ただし、必要がある場合は、研究科授

業担当教員を加えることができる。 

３ 研究科委員会は、研究科に関する次の事項を審議する。 

 (1) 教育課程に関すること。 

 (2) 学生の入学、退学、休学、転学及び除籍に関すること。 

 (3) 学生の賞罰に関すること。 

 (4) 委託生、聴講生、科目等履修生及び外国人留学生に関すること。 

 (5) 研究科授業担当教員の選考に関すること。 

 (6) 修士及び博士の学位の授与に関すること。 

 (7) 研究科長の諮問したこと。 

 (8) その他研究科の運営に関し必要なこと。 

４ 研究科委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

   第９章 寄宿舎 

 （寄宿舎） 

第 43 条 寄宿舎は、札幌医科大学学生寮とし、札幌医科大学学生寮規程（平成 19 年規程第 115

号）を適用する。 

   第 10章 雑則 

 （細則） 

第 44条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この規程は、平成 19年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 20年４月１日規程第 224号） 

 この規程は、平成 20年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 21年２月 16日規程第 18号） 

 この規程は、平成 21年２月 16日から施行する。 

   附 則（平成 21年５月 14日規程第 43号） 

 この規程は、平成 22年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 25年３月 15日規程第８号） 

 この規程は、平成 25年３月 22日から施行する。 

   附 則（平成 25年４月１日規程第６号） 

 この規程は、平成 25年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 28年５月 13日規程第 37号） 

 この規程は、平成 29年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 28年９月 21日規程第 52号） 

 この規程は、平成 29年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 29年 10月 18日規程第 65号） 

 この規程は、平成 29年 11月１日から施行する。 

   附 則（令和元年 10月 25日規程第 28号） 

 この規程は、令和元年 11月１日から施行する。 

   附 則（令和５年 12月 19日規程第 68号） 

 この規程は、令和６年４月１日から施行する。 
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別表 

 教育研究上の目的 

研究科 人材育成の目的及び教育研究上の目的 

医学研究科 【修士課程】 

 医療関連分野、自然科学、人文・社会科学分野等の大学教育を受け

た学生を対象として、医科学についての幅広い知識と高い見識を修得

させることにより、医学・医療の推進に貢献する。 

【博士課程】 

 医学・医療に関する基本的知識を有する者を対象として、医学の専

門分野における学識と研究能力、倫理観を修得させ、自立した研究活

動又は専門的医療の実践を通じて医学・医療の発展に貢献する。 

保健医療学研究科 【博士課程前期】 

 専門分野における豊かな知識と確かな技術、高い倫理性を基盤に、

広い視野に立って地域の保健・医療・福祉の課題を解決しうる高度な

実践力、看護学、理学療法学、作業療法学の進展に寄与しうる研究力

を有する人材を育成する。 

【博士課程後期】 

 豊かな発想と科学性、厳格な倫理性を基盤に、専門分野における深

い学識と関連領域に係る学際的知識を有し、新たな知を創造するため

の研究活動を自立的に遂行するとともに、地域や時代の要請に応える

取組を企画・推進できる人材を育成する。 
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札札幌幌医医科科大大学学学学位位規規程程  

平成 19年４月１日規程第 95号 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この規程は、学位規則（昭和 28年文部省令第９号）第 13条の規定に基づき本学におい

て授与する学位に関する事項を処理するため、必要な事項を定めることを目的とする。 

 （学位及び専攻分野名） 

第２条 本学において授与する学位は、学士、修士及び博士とする。 

２ 本学において授与する学位に付記する専攻分野の名称は、医学、医科学、看護学、理学療法

学及び作業療法学とする。 

 （学位授与の要件） 

第３条 次の各号の区分に応じ、各号に掲げる者に学位を授与することができる。 

 (1) 学士 札幌医科大学学則（平成 19年規程第 50号）に規定する教育課程を修了して卒業し

た者 

 (2) 修士 札幌医科大学大学院学則（平成 19年規程第 51号。以下「大学院学則」という。）  

に規定する医学研究科修士課程又は保健医療学研究科博士課程前期を修了した者 

 (3) 博士 大学院学則に規定する医学研究科博士課程又は保健医療学研究科博士課程後期を

修了した者 

 (4) 博士（前号の場合を除く。） 大学院学則第 28条の規定に基づき学位論文を提出し、その

審査及び試験に合格し、かつ、本学大学院を修了した者と同等以上の学力があると認められ

た者 

   第２章 大学院修了による学位の授与 

 （論文の提出） 

第４条 前条第１項第２号又は第３号の規定により学位を受けようとする者は、学位論文（保健

医療学研究科博士課程前期看護学専攻専門看護師コースにおいて履修し学位を受けようとす

る者にあっては、特定の課題研究の成果を含む。以下同じ。）その他の書類を研究科長に提出

するものとする。 

 （論文受理の特例） 

第５条 研究科長は、大学院学則第 21 条第１項ただし書、第２項ただし書及び第３項ただし書

の規定により大学院修了の認定を受けようとする者が前条の規定により学位論文を提出した

ときは、研究科委員会の議を経て、その受理の可否を決定する。 

 （最終試験） 

第６条 大学院学則第 21 条第１項から第３項までの規定による最終試験は、学位論文の審査に

併行して行うものとする。 

 （審査の期限） 

第７条 第４条の規定により提出された学位論文の審査は、原則として当該論文受理の日から起

算して６月以内に終了するものとする。 

   第３章 論文提出による博士の学位の授与 

 （学力試験） 

第８条 第３条第１項第４号に該当し学位論文を提出して博士の学位を受けようとする者（大学

院学則第 28条第１項ただし書に該当する者を除く。）には、本学大学院を修了した者と同等以

上の学力を有することを確認するために外国語及び専攻学科について口答又は筆答により試

験を行うものとする。  
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２ 前項の外国語の試験はあらかじめ行い、専攻学科は、学位論文の審査に併行して行うものと

する。 

３ 外国語試験を行うため、研究科委員会に学力試験委員会を設けるものとし、その組織等

については、研究科委員会の議を経て研究科長が決定する。 

 （論文の提出） 

第９条  第３条第１項第４号に該当し学位論文を提出するときは、学位申請書に学位論文及びそ

の他の書類並びに北海道公立大学法人札幌医科大学諸料金規則（平成 19年規程第 48号。以下

「諸料金規則」という。）に規定する博士論文の審査及び試験に係る手数料を添えて学長に提

出するものとする。ただし、本学大学院医学研究科博士課程に４年以上在学し、所定の授業科

目について 30 単位以上を修得して退学した者又は保健医療学研究科博士課程後期に３年以上

在学し、所定の授業科目について 10 単位以上を修得して退学した者が、その退学の日から１

年以内に学位論文を提出した場合は、博士論文の審査及び試験に係る手数料は徴収しないもの

とする。 

 （論文の受理及び審査） 

第 10条 学長は、前条の規定により提出された学位論文の受理の可否及び審査を研究科委員会に

付託する。 

 （審査の期限） 

第 11条 受理した学位論文の審査は、原則として、当該論文を受理した日から起算して１年以内

に終了するものとする。 

   第４章 学位論文審査委員会並びに修士及び博士の学位授与の議決 

 （学位論文審査委員会） 

第 12条 学位論文の審査及び最終試験又は専攻学科についての試験を行うため、学位論文審査の

都度、研究科委員会に学位論文審査委員会（以下「審査委員会」という。）を置く。 

２ 審査委員会の組織は、大学院学則第 25 条の規程に基づき、研究科委員会の議を経て研究

科長が決定する。 

３ 審査委員会に主査及び副主査２名を置き、委員の互選により選任する。 

４ 主査は、審査委員会を統括し、審査委員会の議を経て、論文審査の方法を定め論文審査の要

旨等を研究科委員会に報告するものとし、副主査は、主査を補佐する。 

５ 審査委員会は、学位論文審査のため必要があるときは、論文提出者に対して、当該論文の訳

本、模型、標本等の提出を求めることができる。 

 （議決） 

第 13条 研究科委員会は、審査委員会の審査の結果に基づき、次の各号に掲げる事項を審議する。 

 (1) 第３条第１項第２号に該当する者 修士課程又は博士課程前期修了の可否 

 (2) 第３条第１項第３号に該当する者 博士課程又は博士課程後期修了の可否 

 (3) 第３条第１項第４号に該当する者 論文の審査及び合否 

２ 前項の審議に基づく決定は、研究科委員会出席委員の３分の２以上の賛成がなければならな

い。  

３ 第１項の審議には、研究科委員会構成員の３分の２以上の出席がなければ会議を開催するこ

とができない。 

   第５章 学位記の交付及び論文要旨の公表 

 （学位記の交付） 

第 14 条 学長は次の各号に掲げる事項を決定し、大学卒業、修士課程若しくは博士課程前期

修了、博士課程後期修了又は論文審査に合格した者に、学位記を交付する。 

 (1) 第３条第１項第１号に該当する者 教授会の議を経て大学卒業の可否 
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 (2) 第３条第１項第２号に該当する者  研究科委員会の議を経て、修士課程若しくは博士

課程前期修了の可否 

 (3) 第３条第１項第３号及び第４項に該当する者 研究科委員会の議を経て、博士課程若し

くは博士課程後期修了の可否又は当該論文の合否 

２ 学位記は、別記第１号様式から別記第４号様式のとおりとする。 

 （学位の名称の使用） 

第 15条 学位を授与された者は、学位の名称を用いるときは、本学の名称を付記するものとする。 

（論文要旨等の公表） 

第 16条 学長は、博士の学位を授与したときは、当該学位を授与した日から３月以内にその論 

  文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨を本学ウェブサイトにより公表するものとする。 

 なお、修士の学位を授与したときについても同様とする。 

（学位論文の公表） 

第 17 条 博士の学位を授与された者は、当該博士の学位を授与される前に既に公表した場合を

除き、当該博士の学位を授与された日から１年以内に、当該博士の学位に係る論文の全文を公

表するものとする。ただし、やむを得ない理由がある場合には、研究科委員会の承認を受けて、

当該博士の学位の授与に係る論文の内容を要約したもので公表することができるものとし、そ

の論文の全文を閲覧する求めがあったときは、本学はこれに応ずるものとする。 

２ 博士の学位を授与された者が行う前項の規定による公表は、本学が指定するウェブサイトに

より行うものとする。 

 （修士及び博士の学位授与の取消し） 

第 18条 修士及び博士の学位を授与された者が、その名誉を汚辱する行為があったとき、又は不

正の方法により当該学位を授与された事実が判明したときは、学長は、研究科委員会及び大学

院委員会の議を経て、当該学位の授与を取り消すことができる。 

２ 前項の委員会における審議及び審議に基づく決定については、第 13 条第２項及び第３

項の規定を準用する。 

 （学位記の再交付） 

第 19条 学位記の再交付を受けようとする者は、その理由を記した文書に、諸料金規則に規定す

る学位記再交付手数料を添えて、学長に願い出なければならない。 

２ 学長は、前項の願い出があったときは、その理由を調査して再交付することができる。 

   第６章 雑則 

 （博士の学位授与の報告） 

第 20 条 博士の学位を授与したときは、学長は、学位規則第 12 条の規定に基づき、当該学位を

授与した日から３月以内に、文部科学大臣に報告しなければならない。 

 （細則） 

第 21条 この規程の施行上必要な細則は、別に定める。 

 （庶務） 

第 22条 この規程施行に係る庶務は、事務局学務課において処理する。 

   附 則 

 この規程は、平成 19年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 20年４月１日規程第 225号） 

 この規程は、平成 20年４月１日より施行する。 

   附則（平成 23年８月１日規程第 53号） 

 この規程は、平成 23年８月１日より施行する。 

   附 則（平成 25年４月１日規程第６号） 
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 この規程は、平成 25年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 25年７月 19日規程第 54号） 

 この規程は、平成 25年４月 15日から施行する。 

附 則（平成 26年３月 27日規程第 12号） 

 この規程は、平成 26年４月１日から施行する。 

附 則（平成 27年３月 31日規程第６号） 

 この規程は、平成 27年４月１日から施行する。 
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札札幌幌医医科科大大学学学学位位規規程程施施行行細細則則  

平成 19 年 4 月 1 日 

 

（学位論文の受付） 

第１条 札幌医科大学学位規程(平成 19年規程第 95号。以下「規程」という。)第４条又は第９

条の規程により提出される学位論文その他の書類(以下「学位論文等」という。)は、事務局学

務課が受け付けるものとする。 

（提出すべき論文その他の書類） 

第２条 修士又は博士の学位の授与を受けようとする者が提出する学位論文等は、この細則に定

めるもののほか、別に定めるものとする。 

（博士論文の審査及び手数料の納付手続） 

第３条 規程第９条の規定により学位論文等を提出する者は、博士論文の審査及び試験に係る手

数料を事務局学務課に納付して、その領収書を学位論文等の書類に添えて提出するものとする。 

２ 納付された博士論文の審査及び試験に係る手数料は還付しない。 

（審査結果の報告） 

第４条 規程第 12 条第４項の規定により主査が、研究科委員会に報告する論文の審査及び試験

結果の要旨は、別に定める様式によりそれぞれ作成し、規程第 13条に規定する研究科委員会開

催前４日以内に、研究科長に提出するものとする。 

（不受理又は不合格論文の処理） 

第５条 研究科委員会の議を経て、学長が受理することができないと決定した学位論文等又は規

程第 13条の規定に基づき、不合格と決定した学位論文等は、その旨を明記した通知書を添え、

速やかに提出した者に返付するものとする。 

２ 前項の通知書は、親展扱いとする。 

（学位記の交付） 

第６条 規程第 14 条の規定により博士又は修士の学位記を交付する場合は、博士の学位授与決

裁簿（別記第１号様式）又は修士の学位授与決裁簿（別記第２号様式）により、学長の決裁を

経て、博士の学位記台帳（別記第３号様式）又は修士の学位記台帳（別記第４号様式）に登記

し、一連の番号を付さなければならない。 

２ 前項各台帳の取扱要領の細部については、当該各台帳様式の裏面に記載のとおりとする。 

（学位記の再交付） 

第７条 規程第 19 条の規定により学位記の再交付を受けようとする者は、学位記再交付手数料

を事務局学務課に納付して、その領収書を学位記再交付願(別記第５号様式)に添えて提出する

ものとする。 

２ 再交付する学位記は、学位記再交付簿（別記第６号様式）に登記する。その取扱いは、前条

の規定を準用する。 

３ 納付された学位記再交付手数料は、還付しない。 

（学位論文の公表） 

第８条 博士の学位を授与された者は、規程第 17 条第１項の規定により当該博士の学位に係る

論文を公表するにあたり、本学に対し、「複製権」と「公衆送信権」を許諾するものとする。 

２ 規程第 17条第１項の規定により論文の全文又は内容の要約により公表を行おうとする者は、

規程第 12 条第４項に規定する研究科委員会への報告までに、博士の学位に係る最終の論文そ

の他次に掲げる書類等を、事務局学務課に提出するものとする。ただし、当該報告までに提出

することができない特段の理由がある場合は、研究科委員会が定めるところにより、博士の学

位が授与された日から１年以内に提出することができるものとする。 
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(１) 博士論文公表願（別記第７号様式） 

(２) 博士論文公表用表紙（別記第８号様式）及びその電子データ(Word形式) 

(３) 博士論文全文の電子データ(PDF形式) 

(４) 論文の内容を要約したもので公表する場合は、当該論文を要約した電子データ(PDF形式)  

３ 前項本文の規定は、規程第 17 条第１項ただし書きの規定により論文の内容を要約したもの

で公表した場合において、当該論文の全文を公表できないやむを得ない理由がなくなったため

当該論文の全文の公表を行おうとする者について準用する。この場合において、「規程第 12条

第４項に規定する研究科委員会への報告までに」とあるのは、「博士の学位に係る論文の全文を

公表できないやむを得ない理由がなくなった後速やかに」と読み替えるものとする。 

４ 規程第 16 条及び第 17 条第２項の本学が指定するウェブサイトは、「札幌医科大学学術機関

リポジトリ」とする。 

（学位論文の保存） 

第９条 博士の学位授与の対象となった次の書類は、附属総合情報センターにおいて、電子デー

タで永久に保存するものとする。 

(１) 博士論文公表用表紙(別記第８号様式) 

(２) 学位論文内容の要旨 

(３) 論文審査の要旨及び担当者 

(４)  博士論文全文(PDF形式) 

(５)  論文の内容を要約したもので公表する場合は、論文の要約(PDF形式) 

（雑則） 

第 10 条 この細則に規定されていない事項の取り扱いについては、研究科委員会の決定すると

ころによる。 

 

附則 

この細則は、平成 19年４月１日から施行する。 

附則 

この細則は、平成 23年 11月１日から施行する。 

附則 

この細則は、平成 25年４月１日から施行する。 

附則 

この細則は、平成 25年４月 15日から施行する。 

附則 

この細則は、平成 26年４月１日から施行する。 

附則 

この細則は、平成 26年 11月１日から施行する。 

附則 

この細則は、平成 27年４月１日から施行する。 

  附則 

この細則は、令和５年４月１日から施行する。 
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札札幌幌医医科科大大学学学学位位論論文文審審査査規規程程  

平成 19年４月１日規程第 96号 

 （趣旨） 

第１条 札幌医科大学学位規程（平成 19年規程第 95号。以下「学位規程」という。）に基づく

学位論文の審査は、この規程の定めるところによる。 

 （学位の請求又は申請の資格要件） 

第２条 学位規程第３条第１項第２号の規定に基づき、修士（看護学、理学療法学又は作業療法

学）の学位を請求することができる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 本学大学院保健医療学研究科博士課程前期（以下「研究科博士課程前期」という。）に１

年６月以上在学し、２年終了までに所定の授業科目について 30 単位以上を修得し得る見込

みの者 

 (2) 研究科博士課程前期に２年以上在学して所定の授業科目について 30 単位以上を修得し、

又は修得し得る見込みの者で、引き続き在学中の者（再入学の者を含み、休学中の者を除く。） 

 (3) 研究科博士課程前期に１年以上在学し、所定の授業科目について 30 単位以上を修得し得

る見込みの者で、優れた研究業績を上げた者 

第２条の２ 規程第３条第１項第２号の規程に基づき、修士（医科学）の学位を請求することの

できる者は、本学大学院医学研究科修士課程に 1年６月以上在学し、２年終了までに所定の

授業科目について 30単位以上を修得し得る見込みの者とする。 

第３条 学位規程第３条第１項第３号の規定に基づき、博士（医学）の学位を請求することがで

きる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 本学大学院医学研究科博士課程（以下「研究科博士課程」という。）に３年６月以上在学

し、４年終了までに所定の授業科目について 30単位以上を修得し得る見込みの者 

 (2) 研究科博士課程に４年以上在学して所定の授業科目について 30 単位以上を修得し、又は

修得し得る見込みの者で、引き続き在学中の者（再入学の者を含み、休学中の者を除く。） 

 (3) 研究科博士課程に２年６月以上在学し、３年終了までに所定の授業科目について 32 単位

以上を修得し得る見込みの者で、優れた研究業績を上げた者 

第４条 学位規程第３条第１項第３号の規定に基づき、博士（医学を除く。）の学位を請求する

ことができる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 本学大学院保健医療学研究科博士課程後期（以下「研究科博士課程後期」という。） に２

年６月以上在学し、３年終了までに所定の授業科目について 10 単位以上を修得し得る見込

みの者 

 (2) 研究科博士課程後期に３年以上在学して所定の授業科目について 10 単位以上を修得し、

又は修得し得る見込みの者で、引き続き在学中の者（再入学の者を含み、休学中の者を除く。） 

 (3) 研究科博士課程後期に１年（２年未満の在学期間をもって修士課程を修了した者にあって

は、当該在学期間を含めて３年）以上在学し、２年終了までに所定の授業科目について 10単

位以上を修得し得る見込みの者で、優れた研究業績を上げた者 

第５条 学位規程第３条第１項第４号の規定に基づき、博士（医学）の学位を申請することがで

きる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、医学研究科委員会を構成する教授１名以上の

推薦又は紹介がなければならない。 

 (1) 本学医学研究科博士課程に４年以上在学し、所定の授業科目について 30 以上の単位を修

得して退学した者 

 (2) 別表第１の「大学学部等」の欄に掲げる大学等を卒業し、当該大学学部等の区分に応じた
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同表の「研究歴」の欄に掲げる研究歴を有する者 

 (3) その他、医学研究科委員会において前各号の者と同等以上と認める研究歴を有する者 

第６条 学位規程第３条第１項第４号の規定に基づき、博士（医学を除く。）の学位を申請する

ことができる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、保健医療学研究科委員会を構成する

教授１名以上の推薦又は紹介がなければならない。 

 (1) 博士課程後期に３年以上在学し、所定の授業科目について 10 以上の単位を修得して退学

した者 

 (2) 別表第１に掲げる大学院保健医療学研究科博士課程前期（修士課程）を終了し、同表の「研

究歴」の欄に掲げる研究歴を有する者 

 (3) その他、保健医療学研究科委員会において前各号の者と同等以上と認める研究歴を有する

者 

 （研究歴） 

第７条 第５条第２号及び第３号の研究歴は、次の各号に掲げる期間とする。 

 (1) 大学の専任の職員として研究に従事した期間 

 (2) 大学又は他大学の医学研究科博士課程を退学した者の、当該医学研究科博士課程に在学し

た期間 

 (3) 本学又は他大学の研究生として専ら研究に従事した期間 

 (4) 前各号と同等以上と認められる研究に従事した期間 

第８条 第６条第２号及び第３号の研究歴とは、次の各号に掲げる期間とする。 

 (1) 大学又は短期大学の看護学、理学療法学又は作業療法学専任の職員として研究に従事した

期間 

 (2) 国公立研究機関の看護学、理学療法学又は作業療法学の職員として研究に従事した期間 

 (3) 本学又は他大学の保健医療学研究科博士課程後期を退学した者の、当該保健医療学研究科

博士課程後期に在学した期間 

 (4) 本学又は他大学の研究生として専ら研究に従事した期間 

 (5) 前各号と同等以上と認められる研究に従事した期間 

 （学位申請研究歴審査委員会） 

第９条 学位規程第３条第１項第４号の規定に基づき学位論文を提出しようとする者の研究歴

を事前に審査するため、それぞれの研究科委員会に学位申請研究歴審査委員会（以下「研究歴

審査委員会」という。）を置く。 

２ 研究歴審査委員会に、若干名の委員を置く。 

３ 前項の委員は、研究科長が研究科委員会構成員の中から任命する。 

４ 研究歴審査委員会は、研究科長が必要と認めたときに、第１項の規定による審査を行うもの

とする。 

５ 研究歴審査委員会は、第１項の審査を行ったとき、その結果を研究科長に報告するものとす

る。 

 （論文の受理） 

第 10条 学位規程第９条の規定により提出された学位論文は、次のとおり受理するものとする。 

 (1) 研究科長は、提出された学位論文その他必要な資料を、研究科委員会の会議を招集する１

週間前までに各委員に配布する。 

 (2) 第５条の規定により推薦又は紹介した教授は、推薦又は紹介した理由及び提出された関係

資料について所要の説明をする。 

 (3) 研究科委員会は、前号の説明の後、無記名投票により当該論文の受理の可否を議決するも
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のとし、議決の方法は、学位規程第 13条を準用するものとする。 

第 11条 前条の規定は、第２条第３号、第３条第３号及び第４条第３号に該当する者に係る学位

論文の受理について準用する。この場合、前条第２号中「第５条の規定により推薦又は紹介し

た教授は、推薦又は紹介した理由」とあるのは、「指導教授は、当該論文提出者が優れた研究

業績を上げた者であるとする理由」と読み替えるものとする。 

 （論文審査委員会の構成等） 

第 12 条 研究科長は、学位規程第 12 条第１項の規定により、学位論文審査委員会を設けようと

するときは、審査に付すべき学位論文及びその要旨を、研究科委員会の招集予定日の１週間前

までに各委員に配布しなければならない。ただし、第 10条（前条の規定により準用される場合

を含む。）の規定により論文の受理が決定されたものについては、この限りではない。 

２ 論文提出者は、前項の研究科委員会において、関係論文の要旨その他必要な事項について説

明する。 

３ 研究科委員会は、前項の説明及び配布された資料に基づき、学位論文審査委員会の構成を定

め、論文審査委員を無記名投票により選出する。 

第 12条の２ 医学研究科教務委員会は、規程第 13条第１項の規定により、修士論文審査委員会

を設けようとするときは、指導教員から推薦のあった審査委員候補の中から主査及び副査を選

考し、研究科委員会において承認を得なければならない。 

（審査の方法） 

第 13条 学位論文の審査は、論文提出者を出頭させ当該論文の内容の説明を求め、又は論文に関

連する事項について試問を行うものとする。 

２ 学位規程第８条第２項の規定により行う外国語の試験は、前項の審査の前に英語について行

うものとする。 

３ 学位論文の審査並びに学位規程第６条の規定により行う最終試験及び学位規程第８条の規

定により専攻学科について行う試験には、学位論文審査委員会の議により、委員以外の教授又

は関係者を参加させることができる。ただし、当該委員会の判定に加えることはできない。 

４ 主査は、論文審査が終了した後に、学位論文審査結果（経過）報告書を研究科委員会に提出

し、それに基づき、研究科長が研究科委員会に合否の諮問を行い、決定する。 

（雑則） 

第 14条 この規程施行上の疑義は、研究科委員会の決定するところによる。 

   附 則 

 この規程は、平成 19年４月１日から施行する。 

附 則（平成 22 年 4 月 1 日規程第 73 号） 

この規程は、平成 22 年 4 月 1 日から施行し、平成 21 年 10 月 1 日から適用する。 

   附 則（平成 25年４月１日規程第６号） 

 この規程は、平成 25年４月１日から施行する。 
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 別表第１（第５条関係） 

大 学 学 部 等 
研      究      歴 

基礎医学の場合 臨床医学の場合 

 

大 

 

 

学 

 

 医 学 部（医学科に限る。） 

  歯 学 部 

  薬 学 部（６年制） 

  獣医学部（６年制） 

５年以上 ６年以上 

 薬 学 部（４年制） 

 獣医学部（４年制） ７年以上 ８年以上 

旧 医 学 専 門 学 校  

 

 別表第２（第６条関係） 

大 学 院 の 学 科 等 研  究  歴 

 大学院保健医療学研究科博士課程前期（修士課程）修了者 

 （看護学専攻、理学療法・作業療法学専攻に限る。） 
４年以上 
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札札幌幌医医科科大大学学大大学学院院医医学学研研究究科科授授業業科科目目履履修修方方法法及及びび単単位位修修得得認認定定等等にに関関すするる規規程程  

（平成 19年４月１日規程第 99号） 

（趣旨）  

第１条  この規程は、札幌医科大学大学院学則（平成19年規程第51号）第20条第１項、第２項、

第21条第１号、第２号及び第24条第２項の規定に基づき、札幌医科大学大学院医学研究科（以

下「研究科」という。）における授業科目の履修方法及び単位修得の認定等に関し必要な事項

を定める。  

（授業科目の担当教員）  

第２条  授業科目の担当教員は、研究指導をする教授及び准教授並びに研究科授業担当教員とす

る。  

２ 学位論文の作成の研究指導は、前項の教員のうち、博士課程は研究科の主科目を担当する教

授及び准教授、修士課程は、特別研究科目を担当する教授及び准教授が行うものとする。 

 （履修方法）  

第３条  学生は、専攻を構成する領域の授業科目及び共通教育科目について、別表１から４の医

学研究科教育課程表及び履修基準に定める単位数を修得しなければならない。  

２ 次の各号の区分に応じて、各号に定める履修届を、所定の期日までに研究科長に提出しなけ

ればならない。ただし、第２号に定める様式による場合には、主として履修する科目（以下

「主科目」という。）を担当する教授又は准教授の承認を得た上で提出するものとする。  

(1)  修士課程 履修しようとする授業科目の履修届（別記第１号様式）  

(2)  博士課程 次の区分ごとに定める様式  

ア 所属する専攻領域の授業科目のうち学位論文作成の基本となる主科目 別記第２号様式  

イ 所属する専攻内又は専攻外の授業科目から主科目における研究遂行上、必要となる知識、

技術の補完を目的とする、副として履修する科目（以下「副科目」という。） 別記第３

号様式  

３  医学研究科委員会の議を経て、研究科長が承認した場合には、国内外の他の大学院や研究機

関等における医学に関連する研究を副科目として選択することができる。  

（履修科目の変更）  

第４条  学生がやむを得ない理由により主科目及び副科目を変更しようとする場合は、主科目を

担当する教授又は准教授の承認を得た上で、履修科目の変更願（別記第４号様式）を研究科長

に提出しなければならない。  

２  前項の変更は、研究科委員会の議を経て研究科長が許可する。  

（単位修得の認定方法）  

第５条  授業科目の単位修得の認定は、授業科目の担当教員が、試験又は研究報告の審査等によ

り行う。  

２ 前項の試験は、口答又は筆答とする。 

  （成績及び評価基準）  

第６条  授業科目の成績及び評価基準は、次の区分とする。  

(1)  優 80点以上100点以下  

(2)  良 70点以上80点未満  

(3)  可 60点以上70点未満 

(4)  不可 60点未満 

２  前項第１号から第３号までに該当する場合は合格とし、第４号に該当する場合は不合格とす

る。  

（成績の報告）  
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第７条  授業科目の担当教員は、学生の成績を評定し授業科目成績評価表（別記第５号様式）に

より研究科長に報告しなければならない。  

２  成績の報告の時期は、次の各号の区分に応じて各号に掲げるとおりとする。  

(1)  修士課程の１年次及び博士課程の１年次から３年次の学生 毎年３月末  

(2)  前号の学生以外の学生 学位論文提出前 

（単位修得の状況報告）  

第８条  研究科長は、前条の規定の報告に基づき、研究科委員会に学生の単位修得の状況を報告

するものとする。  

（職務の代行）  

第９条  研究指導をする教授及び准教授が不在の場合は、研究科委員会委員の中から研究科長が

指名する教員がその職務を代行する。  

（雑則）  

第10条  この規程に定めるもののほか、必要な事項は、研究科委員会が別に定める。  

 

附 則  

この規程は、平成19年４月１日から施行する。  

附 則（平成20年４月１日規程第226号）  

この規程は、平成20年４月１日から施行する。  

附 則（平成25年４月１日規程第６号）  

この規程は、平成25年４月１日から施行する。  

附 則（平成25年10月21日規程第59号）  

この規程は、平成25年11月１日から施行する。  

附 則（平成26年３月18日規程第10号）  

この規程は、平成26年４月１日から施行する。  

附 則（平成26年５月12日規程第45号）  

この規程は、平成 26年６月１日から施行する。 

附 則（平成26年６月17日規程第51号）  

この規程は、平成 27年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月30日規程第19号）  

この規程は、平成 27年３月 31日から施行する。 

附 則（平成27年３月31日規程第６号） 

この規程は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年４月21日規程第36号） 

この規程は、平成28年５月１日から施行する。 

附 則（平成28年５月26日規程第44号） 

この規程は、平成28年６月１日から施行する。 

附 則（平成29年９月26日規程第56号） 

この規程は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年７月25日規程第47号） 

この規程は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年１月23日規程第１号） 

この規程は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年２月20日規程第５号） 

この規程は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年６月21日規程第２号） 

― 314 ―



この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年10月21日規程第25号） 

この規程は、令和元年11月１日から施行する。 

附 則（令和２年１月22日規程第１号） 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年５月22日規程第30号） 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年８月６日規程第54号） 

この規程は、令和３年８月10日から施行する。 

附 則（令和４年３月23日規程第４号） 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年２月22日規程第４号） 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年10月23日規程第61号） 

この規程は、令和５年11月１日から施行する。 

附 則（令和６年２月７日規程第３号） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 
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第１章 総則

（目的）

第１条 この規程は、札幌医科大学学則（平成 年規程第 号。以下「大学学則」という。）、

札幌医科大学大学院学則（平成 年規程第 号。以下「大学院学則」という。）及び札幌医

科大学専攻科規程（平成 年規程第 号。以下、「専攻科規程」という。）に定めるものの

ほか、札幌医科大学（以下「大学」という。）の学生（学部、大学院及び専攻科の学生をいう。）

が遵守する事項を定めることを目的とする。

第２章 宣誓

（宣誓）

第２条 大学に入学を許可された者は、入学の際に学生としての本分を全うする旨を宣誓しなけ

ればならない。

第３章 連帯保証人

（連帯保証人）

第３条 学生は、連帯保証人を定め、入学の際にその者と連署した誓約書（別記第１号様式）を

学長に提出しなければならない。

２ 前項の連帯保証人は、その学生の父母又は学資を支給する者等とする。

３ 連帯保証人を変更し、又は連帯保証人が住所を変更した場合は、連帯保証人変更届（別記第

２号様式の１）又は連帯保証人住所変更届（別記第２号様式の２）により速やかに届け出なけ

ればなければならない。

４ 連帯保証人は、保証する学生の修学目的の達成のために、誓約の履行に関し責任をもって協

力しなければならない。

第４章 住所届

（住所届）

第４条 学生は、入学の際に、自らの居所について住所届（別記第３号様式の１）により学部長、

研究科長又は専攻科長に届け出なければならない。

２ 前項の住所を変更したときは、住所変更届（別記第３号様式の２）により速やかに届け出な

ければならない。

第５章 戸籍抄本の提出及び身上異動報告

（戸籍抄本の提出）

第５条 学生は、入学の際、戸籍抄本を学長に提出しなければならない。

（身上異動報告）

第６条 学生は、改姓その他一身上の事情に変更があったときは、速やかに学長に届け出なけれ

ばならない。

第６章 学生証

（学生証の携帯等）

第７条 学生は、入学の際に学生証（別記第４号様式の１）及び在籍確認シール（別記第４号様

式の２）の交付を受け、在籍確認シールを貼付した学生証を、常時携帯しなければならない。

２ 学生証の有効期間は、学生証の交付日からそれぞれの者の修業年限又は標準修業年限の末日

までとする。ただし、修業年限又は標準修業年限を超えて在籍する者の有効期間は、超えた日

の属する年度の末日までとする。

３ 第１項の在籍確認シールの有効期間は、４月１日から３月 日までの１年間とし、学生は、

毎年度４月 日までに交付を受け、学生証に貼付しなければならない。

４ 学生証及び在籍確認シールは、他人に貸与又は譲渡してはならない。

５ 学生証をき損又は紛失したときは、速やかに再交付を受けなければならない。

札札幌幌医医科科大大学学学学生生通通則則
（平成19年４月１日規程第114号）
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（学生証の返納）

第８条 学生証は、卒業、転学、退学、除籍又は有効期間を経過したときは、速やかに返納しな

ければならない。

第７章 健康診断

（定期健康診断）

第９条 学生は、大学が実施する健康診断（以下「健診」という。）を毎年受けなければならな

い。

（健康診断の延期）

第 条 疾病その他正当の理由により、前条の健診を受けることができないときは、その理由を

付して学部長、研究科長及び専攻科長に届け出なければならない。

（臨時健康診断）

第 条 健診を延期していた者が、前条の届出の理由が消滅したとき、又は疾病を理由に休学し

ていた者が復学しようとするときは、学部長、研究科長及び専攻科長に届け出て健診を受けな

ければならない。

第８章 欠席

（欠席）

第 条 学生は、引き続き３日以上欠席するときは、欠席届（別記第５号様式）により学部長及

び専攻科長にあらかじめ届け出なければならない。

２ やむを得ない事情により前項の届出を提出できなかったときは、その理由を付して速やかに

提出しなければならない。

３ 疾病による欠席で、引き続き７日以上欠席する場合は、前２項の届出に医師の診断書を添付

しなければならない。

第９章 退学、休学、転学、再入学及び復学

（退学、休学、転学、再入学及び復学）

第 条 次の各号に掲げる者は、当該各号の様式により学長に願い出、大学学則、大学院学則又

は専攻科規程に基づく許可を受けなければならない。

退学しようとする者 別記第６号様式の１

休学しようとする者 別記第６号様式の２

転学しようとする者 別記第６号様式の３

再入学しようとする者 別記第６号様式の４

復学しようとする者 別記第６号様式の５

第 章 団体

（団体の設立）

第 条 学生が学内において団体を設立しようとするときは、団体の代表２人及び専任の教授、

准教授又は講師のうちから当該団体の顧問を定め、団体設立願（別記第７号様式の１）により

学長に願い出て、団体設立許可書（別記第７号様式の２）の交付を受けなければならない。

（団体の設立継続）

第 条 許可された期間を超えて団体が活動しようとするときは、毎年５月末日までに団体継

続願（別記第７号様式の３）により学長に願い出なければならない。

２ 前項の願い出のない団体は、解散したものとみなす。

（重要事項変更の承認）

第 条 団体が前条による許可を受けた事項を変更しようとするときは、学長に願い出て許可

を受けなければならない。

（団体の解散）

第 条 団体が解散するときは、速やかに学長に届け出なければならない。
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（新聞等の配付の承認）

第 条 団体が新聞、雑誌その他の文書又は印刷物等を発刊するときは、その配布の前に当該新

聞等２部を添えて学長に提出し承認を得なければならない。

（団体設立許可の取消し及び行為の禁止）

第 条 大学は、団体が学内の秩序を乱すと認められたとき、又は団体の行為が本学の諸規程等

に違反したときは、その行為を禁止し、又は許可を取消すことができる。

第 章 集会

（集会の許可）

第 条 学生が学内又は大学名を使用して学外において集会をしようとするときは、その集会

の日の３日前までの日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和 年法律第 号）第３条に

規 定する休日（以下「休日」という。 ）、日曜日又は土曜日に当たるときは、その日前にお

いて、その日に最も近い日で休日、日曜日又は土曜日でない日）に集会願（別記第８号様式の

１）に より学長に願い出、集会許可書（別記第８号様式の２）の交付を受けなければならない。

２ 学生又は第 条に規定する団体が、学外の団体指導者、講演者等を招へいし事業を行おうと

するときは、前項の規定を適用するものとする。

（建物、施設等の利用承認）

第 条 学生が集会のために大学の建物、施設又は備え付けの物品を使用する場合には、所定の

手続により、これを管理する責任者の承認をあらかじめ受けなければならない。

２ 前項の集会のために大学の建物、施設又は備え付けの物品を使用する者は、各管理責任者の

指示に従い使用するとともに、前項により承認を受けた者は、集会のために生じた一切につい

て責任を負わなければならない。

第 章 掲示物等

（掲示等の承認）

第 条 学生が、学内又は学外（学外にあっては大学名を使用する場合に限る。）において、ビ

ラ、ポスター、パンフレット、新聞等を掲示又は配布しようとするときは、その写しを添えて、

学長にあらかじめ願い出なければならない。

（掲示場指定、期間及び規格）

第 条 学生が前条の承認を得て学内においてビラ等を掲示するときは、大学が指定する掲示

場以外に掲示してはならない。

２ 掲示期間は、特別の場合を除き１週間以内とする。

３ 第１項のビラ等は、原則として新聞紙１頁大までの規格とする。

（各種行為の承認）

第 条 学生が学内において、本学の教職員又は学生並びに外来者を対象として、印刷物の配

布、 世論調査、示威運動、署名運動、投票、物品販売、寄附行為、拡声器使用、その他宣伝や

勧誘等を目的とする行為をしようとするときは、学長にあらかじめ願い出て承認を受けなけれ

ばならない。

（違反行為に対する措置）

第 条 前３条に違反したときは、掲示した物を撤去し、又はその行為を禁止する。

第 章 諸調査に対する協力

（諸調査の協力）

第 条 学生は、大学が行う累加記録に関する調査、学生生活実態調査その他の調査に協力する

ものとする。

附 則

この規程は、平成 年４月１日から施行する。

附 則（平成 年３月１日規程第 号）
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この規程は、平成 年４月１日から施行する。

附 則（平成 年 月 日規程第 号）

この規程は、平成 年４月１日から施行する。

附 則（平成 年４月１日規程第６号）

この規程は、平成 年４月１日から施行する。

附 則（令和２年３月 日規程第６号）

この規程は、令和２年４月１日から施行する。

附 則（令和２年９月 日規程第 号）

この規程は、令和２年９月 日から施行する。
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長長期期履履修修制制度度にに関関すするる要要綱綱  

 

                 札幌医科大学大学院医学研究科 

                （医学研究科委員会平成２９年９⽉１４日決定） 

（医学研究科委員会平成３０年７⽉２６日改正） 

 修士課程及び博士課程において、標準修業年限を超えて計画的に履修し、教育課程を修了することに

より学位を取得することができる⻑期履修制度を、本研究科において次のとおり定める。 

 

１ 申請資格 

  ⻑期履修の申請ができるのは、次に掲げる事情等により、標準修業年限において修了することが困

難と⾒込まれる者とする。 

(1) 官公庁、企業等に在職している者（給与の支給を受け、職務を免除されている者を除く）または

⾃ら事業を⾏っている者等フルタイムの職業に就いている者 

(2) 学業への専念が困難な事情により、アルバイト、パートタイム等の職業に就いている者 

(3) 育児・親族の介護等により、修学に影響がある者 

 (4) その他、真にやむを得ない事情等を有すると認められる者 

  

２ 修業年限及び在学期間  

⻑期履修による修業年限の申請は、各大学院学⽣の残された修業年限の倍を限度とする。 

ただし、⻑期履修が認められた場合にあっても、大学院の在学期間は、札幌医科大学大学院学則第

５条の規定を限度とする。 

 

３ 申請及び変更⼿続き 

⻑期履修を希望する場合、入学予定者については、研究主科目の担当教員の了承を得た上、入学⼿

続き案内で定める時期までに、「⻑期履修申請書」（別紙様式１）を提出し、許可を受けるものとす

る。 

また、在学中の大学院学⽣については、研究主科目の担当教員の了承を得たうえ、修士課程におい

ては、第１年目在籍時の１２⽉末までに、博士課程においては第１、第２及び第３年目在籍時の１２

⽉末までに「⻑期履修申請書」（別紙様式１）を提出し、承認を受けるものとする。 

なお、承認された⻑期履修期間の延⻑を希望する者は、在学中に１回に限り、上記２項に規定する

修業年限の限度内で、最終年の前年 12 ⽉末までに「⻑期履修期間変更申請書」（別紙様式２）によ

り変更申請を⾏うことが出来るものとする。 

 

４ 審査及び報告 

申請書が提出された場合、研究科⻑は、教務委員会において審査を⾏い、研究科委員会の議を経て、

審査結果を当該学⽣に通知する。 
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５ 授業の履修計画 

授業の履修及び単位の取得については、研究主科目の担当教員の指導に基づく計画的かつ柔軟な履

修計画により授業履修及び単位取得に努めることとする。 

  修士課程における研究計画調書については、履修期間が３年の場合は、１年目の１⽉末、履修期間

が４年の場合は、２年目の５⽉末までに提出するものとする。 

博士課程における研究計画（経過）発表会の時期及び研究計画調書（研究経過報告書）の提出につ

いては、次表のとおりとする。 

○博士課程における研究計画（経過）発表会の時期及び研究計画調書（研究経過報告書）の提出時期 

⻑期履修

期間 

５年 ６年 ７年 ８年 
発表会 提出時期 発表会 提出時期 発表会 提出時期 発表会 提出時期 

医 科 学 研

究コース 

２年後期 ２年目２⽉ ３年後期 ３年目２⽉ ３年後期 ３年目２⽉ ４年後期 ４年目２⽉ 

臨床医学研

究コース 
３年前期 ２年目〜 

４年目末 

４年前期 ２年目〜 

５年目末 
４年前期 ２年目〜 

６年目末 
５年前期 ２年目〜 

７年目末 

 

６ 授業料 

  「北海道公⽴大学法⼈札幌医科大学諸料⾦規則（平成 19 年 4 ⽉ 1 日規程第 48 号）」（以下「規

則」という。）に基づき、次のとおり取り扱うこととする。 

(1) 授業料の年間納付額は、標準修業の大学院学⽣の授業料の年額に、標準修業年限の年数（修士課

程は２年、博士課程は４年）を乗じて得た額を、⻑期履修を認められた年限の年数（修士課程は３

年⼜は４年、博士課程は５年、６年、７年⼜は８年）で除した額とする。 

(2) 在学中に入学年次及び課程が同じ標準修業年限の大学院学⽣の授業料改定があった場合の授業

料の年額は、標準修業年限の大学院学⽣が修業期間中に納めるべき額（以下「標準授業料総額」と

いう。）から⻑期履修を認められた大学院学⽣（以下「⻑期履修大学院学⽣」という。）が既に納

付した授業料を控除した額を、残された修業年限で除した額（⼗円未満の端数があるときは切り上

げ。）とする。 

(3)「⻑期履修大学院学⽣」が⻑期履修期間を延⻑したときの授業料の年額は、「標準授業料総額」

から⻑期履修期間の延⻑前に納付した授業料を控除した額を⻑期履修期間から修業済の期間を控

除した年数で除した額（⼗円未満の端数があるときは切り上げ。）とする。 

 (4)「⻑期履修大学院学⽣」が、履修期間を短縮する場合にあっても、納付すべき授業料の総額は変

更しない。その場合は、既に納めた授業料と入学年次が同じ標準修業年限の大学院学⽣が修業期間

中に納めるべき授業料との差額を、規則に定めされた日までに納付しなければならない。 

 

７ 休学について 

  計画的かつ継続的な履修といった⻑期履修制度の趣旨を踏まえ、原則として、病気以外の事由

による休学は許可しないものとする。 

  病気以外の事由による申請があった場合は、その適否について、研究科委員会で審議のうえ、

その取扱いを決定するものとする。 
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８ その他 

  この取扱要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

  附 則 

 この制度は、平成３０年度以降の入学⽣及び平成２９年度時点で第１年目の大学院修士課程学⽣、第

１年目から第３年目の大学院博士課程学⽣に適用する。 
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課　　程

専　　攻
専攻

授業科目

氏
ふりがな

　　名 ㊞

　 学籍番号（新入生は受験番号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

長期履修
計画年数

現住所
〒 ℡

勤務先
（職種）

（ ）

勤務先
所在地

〒 ℡

【申請理由】

㊞

※　別添「長期履修計画書」を添付して申請すること。
※　研究主科目担当教員と十分相談のうえ申請すること。（在学生は、各年１２月末迄に申請すること）

(別紙様式１）

令和　　　年　　　月　　　日

　　　　 　　　年　４　月　１　日　～　令和　　　　年　３　月　３１　日（  　年間）

記

長　期　履　修　申　請　書

下記のとおり長期履修を申請します。

  博士課程・修士課程

・以下の区分のいずれかに○を付けた上で、具体的な理由を記載してください。

　(1) フルタイムの職業または事業に従事している者
　(2) 学業への専念が困難な事情により、アルバイト、パートタイム等の職業に従事している者
　(3) 育児・二親等内の親族の介護等により、修学に影響がある者
　(4) その他、真にやむを得ない事情等を有すると認められる者

札幌医科大学大学院医学研究科長　　様

研究主科目担当教員
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（
別
添

）

必
修
選
択
科
目

主
科

目
取

得
単

位
副
科
目

取
得

単
位

地
域
医
療

取
得
単
位

共
通
講
義

取
得
単
位

１
年

目

２
年

目

３
年

目

４
年

目

５
年

目

６
年

目

７
年

目

８
年

目

合
計

⻑
期
履
修
期
間

発
表
会
の
時
期

提
出
時
期

発
表
会
の
時
期

提
出
時
期

発
表
会
の
時
期

提
出
時
期

発
表
会
の
時
期

提
出
時
期

医
科
学
研
究
コ
ー
ス

２
年
後
期

２
年
目
２
月

３
年
後
期

３
年
目
２
月

３
年
後
期

３
年
目
２
月

４
年
後
期

４
年
目
２
月

臨
床
医
学
研
究
コ
ー
ス

が
ん
研
究
コ
ー
ス

３
年
前
期

２
年
目
〜
４
年
目
末

４
年
前
期

２
年
目
〜
５
年
目
末

４
年
前
期

２
年
目
〜
６
年
目
末

５
年
前
期

２
年
目
〜
７
年
目
末

※
注

４
　
臨

床
医

学
研

究
コ
ー

ス
、
が
ん
研

究
コ
ー

ス
の
み

で
す

。
（
医

科
学
研
究
コ
ー
ス
は
記
載
不
要
）

※
注

１
　
取

得
単

位
は
３
０
単

位
以

上
と
な
り
ま
す

。

※
注

２
、
注

３
　
研

究
計

画
調

書
（
研

究
経

過
報

告
書

）
の
提

出
時

期
、
研
究
計
画
（
経
過
）
発
表
会
の
時
期

５
年

６
年

７
年

８
年

履
修
コ
ー
ス

※
該
当
コ
ー
ス
に
○
を
記
載

（
医
科
学
研
究
コ
ー
ス
・
臨
床
医
学
研
究
コ
ー
ス
・
が
ん
研
究
コ
ー
ス
）

長
期

履
修

計
画

書
必
修
科
目

※
「
医

科
学

研
究

コ
ー

ス
、
が
ん
研
究
コ
ー
ス
」
で
は
、

地
域

医
療

は
選

択
必
修
科
目
で
す
。

合
計
単
位

※
注
１

研
究
計
画
書
o
r

研
究
経
過
報
告
書

※
注
２

研
究
計
画
発
表
会
o
r

研
究
経
過
発
表
会

※
注
３

学
会
発
表

（
２
回
以
上
）

※
注
４
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課　　程

専　　攻
専攻

授業科目

氏
ふりがな

　　名 ㊞

   学籍番号（新入生は受験番号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

長期履修
計画年数

現住所
〒 ℡

勤務先
（職種）

（ ）

勤務先
所在地

〒 ℡

【申請理由】

㊞

※　別添「長期履修計画書」を添付して申請すること。

令和 　　　年　４　月　１　日　～　令和　　　　年　３　月　３１　日（  　年間）

・以下の区分のいずれかに○を付けた上で、具体的な理由を記載してください。

※　研究主科目担当教員と十分相談のうえ申請すること。（在学生は、各年１２月末迄に申請すること）

　(1) フルタイムの職業または事業に従事している者
　(2) 学業への専念が困難な事情により、アルバイト、パートタイム等の職業に従事している者
　(3) 育児・二親等内の親族の介護等により、修学に影響がある者
　(4) その他、真にやむを得ない事情等を有すると認められる者

（例１）
・現在、○○に在職しており、従事しながら履修することから、単位を４年間で修得し、学位論文
を完成することが困難な状況です。標準修業年限の４年を超えて、６年計画で科目履修、研究
指導を受けることを希望します。

（例2）
現在、高齢の両親を介護しています。そのため2年間で科目の単位を修得し、学位論文を作成
することが困難な状況です。標準修業年限の2年を超えて、4年計画で科目履修、研究指導を受
けることを希望します。

下記のとおり長期履修を申請します。

記

研究主科目担当教員

(別紙様式１）

長　期　履　修　申　請　書　　（記載例）

令和　　　年　　　月　　　日

札幌医科大学大学院医学研究科長　　様

  博士課程・修士課程
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